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上空気象データを用いたヒートアイランド対策技術導入効果の

簡易評価方法の検討
STUDY ON A SIMPLE EVALUATION METHOD OF URBAN HEAT ISLAND 

MEASURE EFFECTS USING UPPER明月EATHERDATA

竹林英樟*1 

Hideki TAKEBAYASHI 

It is considered the influence that sensible heat flux released in urban canopy layer causes to air temperature rise， 

using upper weather data observed at four towers that located between Osaka city and Higashi-Osaka city. Calcu・

lation methods for sensible heat flux and convection heat transfer coefficient from near surface to upper air are 

explained according to the heat budget model in surfaceちoundarylayer. Convection heat transfer coefficient， air 

temperature change with sensible heat flux change， and air tempera脂児島11when heat island measure technology 

is introduced， are estimated with observation data at four towers. The difference by the year of convection heat 

transfer coefficient in surface boundary layer is almost ignored. The difference between daytime and nighttime of 

air temperature change with sensible heat flux change is around two or three times. This difference between towers 

is few. 
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1 ，はじめに

ヒートアイランドの対策技術の開発は様々な分野で換討が進め

られており，各技術の特散が徐々に明らかになってきている 1)，2)

現在提案されている対策技衝は，持化の推進，高反射化，蒸発の

促進，人工排熟の削減，思通しの改善，などに大J.llJされる 2人ただ

し，現状ではこれらの対策技術の評価方法が定まっておらず t ~国々

の設備を導入することで得られた効果を測定可能な範囲(ある時

間，空間での表面温震や気温など)で示している程度のものもあ

る.従って，今後のヒートアイランド対策技術の普及，適材適所

の選択，より長い技街の開発に向けて，対策技術導入効果の評錨

方法を整構する必要があると考えられる

これらの技術を実際に導入した場合のヒートアイランド緩和効

果の予測に関しては，主に数値シミュレーションを用いた多くの

研究が行われているむ， 4) しかし，これらの数檀シミュレーション

を留々の対策技衡の評倍ごとに実施するには多くの負蕎がかかる

ため現実的で辻ない.

この課題に対し，鳴海らむはメソスケールの数笹シミュレーショ

ンにより，大気顕熱負荷(地表付近からの顕熟読)が気温変化に

及ぼす影響について検討を行い，ヒートアイランド対策技請を導

入する場所(都心，郊外)，時間，高さ，規模と導入効果(気湿抵

下量)との関孫を明らかにしている.ただし，この結果は数値シ

ミュレーションの板定に基づくものであり，特に大気顕熱負需と

本研究の一部は.2∞6年度日本建築学会大会(関東)今こおいて発表した。

気温の関係は安定度関数に抜存するため，実測データ等による結

果の検証，裏づけが必要であると考えられる.

ヒートアイランド対策技術の評価に現在広く用いられているメ

ソスケールの気象シミュレーションモデル6).7Jでは t 3次元の読体

力学モデル(乱流モデソレ)の下層に一次元接地境界層モデ〉レが接

合され，地表面における熱収支の検討の結果，大気持次元の涜体

力学モデル)へ与えられる運動量，熱，水蒸気等のフラックスが

決定されている.最近は接地境界屠モデルに都市キャノピーモデ

/レを組み込むことでフラックスの精度向上が菌られている 8)，g)， 10) 

函 1に一般的なメソスケーノレモデ、ノレの講成 (3次元の涜体力学モ

デ、ノレと接地境界層モデル)のイメージを示す.ここで，建築，都

市環境工学分野において主要なアウトプットとして利男される地

表付近の気温や愚の計算結果は， 3次元の流体力学モデルにより計

算された，流非モデルにおいては最下端の気象要素(風速，気温

など)を上値目の境界条件とし，地表面熱叡支を下僚jの境界条件と

して，一次元接地境界層モデ、ルを介して求められる.従って，仮

に接地境界層モデルの上側境界条件として科用することが可能な

上空の気象データが，対象とする領域において全て(一般的なメ

ソスケールモデ、ルの解像震で、ある lkmメッシュ程度を想定)得るこ

とが出来れば， 3次元の流体力学モデ、/レを解かなくとも，地表付近

の気温分布は一般的なメソスケールモデ、ルと同様の靖度で算出で

きることになる.本研究では，流体力学モテ、ルを解かなくとも評
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錨出来るという点より，この方法を簡易評髄方法と呼ぶ.実際に 30∞~1000Qn 

は，上空の気象データを高い空間解像度で鐸ることは国難なため，

数{亘シミュレーションに頼らざるを得ないのが実情である.

本研究では，図 1~こ示すように接地境界層モデルの上部j境界条

件，つまり 3次元の流体力学モデ、ノレにおける最下端の気象要素を

蓋接観樹することを目的として，上空気象データの観測を行った.

具体的には，大阪平野の西端〔大阪市)から東端(東大阪市)に

かけた 4醤所の鉄塔(電力会社及び電話会社の協力による〉に測

定器を設寵して瀦定を実施した.これらのデータを接地境界層モ

デ、/レの上保i境界条件として利用し，地表付近で発生した顕熱流が

どの程変上空へ伝わり，どの程度周辺空気を緩めているかという

点に注目して考察を行う.

図2と表 1に鉄塔を用いた上空気象鵠定の概要を示す.大薮湾に

近い南港から内陸へ向かつて難波，荒本，石切の 4地点、である.気

象期定装置は鉄塔の南側に設置し，この地域の夏季の主嵐済]であ

る東西方向の愚(海陸風)に対する鉄塔自体の影響を少なくして

いる.気象測定装量は太陽光発電装量，蓄電池と記櫨装量を持ち，

地上との無線交信により定期的にデータを呂寂する.観測データ

の詳細については別途報告している 11)

2盈接地境界冨の熱収支モデルの概要

一次元接地境界屠モデルにおいて，接地層の顕熱流は式(1)で表

さ才もる (2)

v=α)θ。-eJ 、、z''
t
a
A
 

〆'宅、

Vは顕熱流 (W/m2)， αCは接地層の総括対流熱伝達率(寝泊2K)， 。
告は地表付近の誼位認)， eは上空の彊位 (K) である.モニンオ
ブコフの棺似員IJに基づき接地層の総括対流熱伝達率は式(2)で表さ

れる 12)

CnI長2Uaα ー一一一 (2) 
FmFh 

CPは空気の定圧比熱(=1.OkJ/kgま)， γ辻空気の密度(=1.2kg/ぜ)， 

kはカルマン定数 (=0.35)，叱は上空風速 (m/s)， F m' Fbは普遍関数

の積分譲〈一)である.プッシンガーの実験式を用いて普遍関数を

定め Fm'Fhを算出する 12人

実際の都市空間におけるニの指i誤射の適用については，熱の輸

送に関しては適用範囲が広いことが指構されている 13).14) ただし，

非定常性の強い時間帯には，コンスタント・フラックス層の存在

条件が或立しない可能性が高く，如何なる条件においても成立す

るわけではない山.本研究では，この相f長期がメソスケーノレモデ

ルにおいて一般的に用いられているという点と，ヒートアイラン

ド対策技術導入効果の簡易評価方法の検討を主目的とするという

観点より，適黒限界はあるもののこの相似員IJを用いることとする.

パラメータとなるのは，上空愚速Uと地表面程変 Zo(m)および

上空と地上の温位差o。-oaである.上空の底速と温生，地上の温
位に鉄塔での観測f直を与え，粗度を1.5犯と仮定し， α を得る.粗

震については，建物高さ，密度，見付面積などの幾何学的特徴，及

び¥摩擦速度などの乱涜統計情報より算定する方法が提案されて

いるが 16) ここでは文献i引を参考に仮定した.

このモデルのイメージを図 3(こ示す.建築物や道路表面からの

顕熱流と建築物や自動車などからの人工排熱としての顕熱涜が地
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地表面

(都市キャノピーモデル〉

図1一般的なメソスケーノレの気象シミュレーションモデルの

構成のイメージ及び鉄塔での観測のイメージ
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盟2鉄塔を用いた上空気象測定の概要

表 i鉄塔を用いた上空気象測定の概要
地点、名 測定議 測定開始fl 演j定額将司

ウェザーパケット
南港 サモレコ ダ ミー{サ ミスタ) +自然通風シェル 2006íS/2S~ 10う〉
タ一号董

風向風鰐速計ヰ(風志12京集相}向十温湿度計(i温度 2P葉t山 )0 慌
難波 度. 量 + 然i樹温氏度シマノレター: 2005/llí29~ !日分
J昆滋 漏 れ 1000， 静'這2ま呈式) +自然i丞
J!I.シェルター
ウェーザzーパケット

荒J幸二 サ 9モ薬レコ ダ ミー(サーミスタ) +自然通風シェル 2006/5/25~ 10分
ター
ウェザーパケット

fi切 サーモレコ ダーミー(サーミスタ) +自然通風シェル 2006/5/25~ 10分

う空土::.fr主主

ウヱザーパケットは気温，相対湿度，露点;星度，降水量，気圧，日射量，風

速，風向を測定する.気温，湿度は強畿通風式，風速，風向は超音波方式.

• e上空j皇位

;上空への顕熱流

言TI三~:Þh吋の這位
露 3接地境界層モデルのイメージ

表付近で放出され，上空へ熱が輪送される.表面からの顕熟語と

人工排熱が少ない場合，及び，上空へ輸送される顕熱読が大きい

場合(熱が地表付近iこ?警官しない場合)に，地表付近の気温が低

く保たれることになる

3. 実現iデ一歩より誰定した接地書の総括対流熟伝達率

3.1 大阪タワーの毎週1Iデータによる経年変化の考察

上空の愚速と霊位に大阪タワー(120m) での観測値，地上の温

位に大阪タワー近傍の大気汚染常時監視局(気温は建物産上約 2m

で測定)での観瀦値(強制通風式〉を与えて推定した接地屠の総
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上空風速が大きいためであると考えら

れる.なお， 2006年の近畿地域の樺雨

明けは当初7月 30日頃と発表され，後

に27日頃と{彦正されたが，ほぼ7月中

は梅雨前線の彰響を受けていたと考え

られるため， 8月を検討の対象とした.

上述の大阪タワーの観測データを用い

た検討では夏季の平均的な状況が考察

出来るように， 7月"'-'9月の全データを用いた.

大阪タワーの観測データを用いた地上と上空の祖位差が最大どC

程度に達するのに対し，鉄塔の観額データを用いた温位差は最大2

"'-' 30C程度になっている.この理由は解析対象期間{大阪タワー:

7"'-'9月，鉄器 :8丹のみ)が異なる点も考えられるが，天満中学

校，済美小学校のデータが校舎屋上高より 2尽謹度の高さで観測さ

れており，屋上面の影響を受けて若干高温になっているのではな

いかと考えられる(空調機の室外機の彰響も若干懸念される).そ

れに対L，鉄塔の下繍で辻，気還の空関代表性に自己車、し，男辺建

築物の屋根高さ付近で観測を行った.また，都心にf立置する難波

では，鉄塔足元の市街地内の寵註等に測定器を設重し， 3僅所の平

括対流熱伝達率を図4に示す(讃車庫は上下;量生差).なお，気温と

温位の変換は一律 l
O

C/100mで行った.地上の測定点は， 1997年ま

では天満中学校で， 1998年以降は済美小学校に移設されたが傾向

はほぼ同じである，年による傾向の違いはほぼ無視できるのでは

ないかと考えられる.

3. 2 鉄塔の譲潰1)データによる推定結果

上空の風速と混在，地上の温f立に鉄塔での観測f直を与え，程変

を1.5おと仮定して推定した各鉄塔で、の接地層の総括対流熱伝達率

を図 5~こ示す{横軸は上下温位差) .大阪タワーの観測データを用

いた推定結果とほぼ関様の傾向である.南港において上下重位差

が小さくても比較的大きな総括対流黙伝達率になっているのは，

Q
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璽 12 上空誼イ立，地上気温，上下温f立差の詩穿IJ]3IJ平均{直 (2006年 8月 1日""-'31日の平均)

均気温を用いて空間的に代表させた. 的な総括対涜熱伝達率50W/m2Kに対し，仮に 20W/m2互になると，気

温上昇量はO.2
0

C/ (10W/ぜ)からO.5
c
C/ (10W/m2)に変化するというよ

4. 総括対流熱伝達率を用いた気温上昇量の考察 うに大きく変化する.従って，夜間は大気安定震の微妙な変化で，

4.1 大阪タワーの聾灘データによる考察 単泣発熱量に対する気温上昇量が大きく変化しているといえる

上述の方法により推定した総括対流熱伝達率の 7sJIB""-'9月 30 4.2 鉄t蓄の観逗1)データによる考察

日における時刻民平均値及びその標準偏差を図 6，7に示す.総括対 鉄塔の観測データより推定した総括対流熱伝達率およびその標

流熱伝達率の平均{直は B中 100W/m2K程度，夜間 50W/m2K程度と 準編差を毘 9，10に示す.大阪タワーの観測データによる 10年平埼

なっているが，標準編差が大きくデータのばらつきが大きい a 特 {直と比較すると，難波において午前中に小さくなっている.この

に，夜間の平均笹が 50W/m2K程度であるのに対し，標準額差が 30W/ 理由は後で考察するように，上下の温位差が他の撰定点と比較し

罰2K程度となり，気象条件等により大きくばらついている. て小さくなっているためであると考えられる.この時間帯は海底

ここで，地表付近に付加的に発熱量sV (曹/m2) が与えられた場 が進入してくる持需帯に棺当し非定意性が強いため，コンスタン

合の気温上昇量ムe(K) について考察する.この場合の上空への ト・フラックス層の存在条件が成立していない可能性が高い.こ

顕熟流は式(3)で表される.ここで， α' はム Oの影響で変化する の条件で、は，海嵐の進入に{半う棺対的に大きなスケールの乱れに

ため，収束計算により α' とseを求める 1必要がある.
V+8V=α; {(8() + 88)-8J (3) 

sVがVと比較して十分に小さければ， αα と板定され，式

(1)と式(3)より式(4)となる.

d.8 = d.V /α (4)  

本研究ではヒートアイランド対策技術の評価を想定しているため

ムVは負笹をとり α' くα となる.従って 式(4)により算定さ

れる seは過小評価(安全額1]) されることになる.また，現実の
ヒートアイランド対策技術を想定すると，対策を施す前の Vが大

きい場合に sVが大きくなる可能性が高い〈日中)が，その場合

にはα¥α 、ともにかなり大きな檀となるため，式(心による誤

差辻小さい.これらの観点より本研究では計算の簡易化のため式

(4)を採用することとする.

国 6の総括対流熱伝達率を用いて式(4)により 10W/m2の付加発熱

量を付加した場合の気温上昇量を図 8，こ示す.総括対流熱伝達率

がIJ、さい場合に付加発熱量に対する気温上昇量が大きい.同じ付

加発熱量に対し，日中と夜馬で2"-'3告程度気温上昇量が異なる.

{旦し，夜間の総括対涜熱伝達率の標準編差が大きいため，平均

-60-

より熟が輸送されていると考えられ，本手法では上下逼位差が小

さいために対流熱伝達率が小さく算定されているが，実際には逆

に大きな熱の輸送効率になっていると考えられる.従って，実際

には他の鉄塔の対流熱伝達率と同程度の植を居いる方が適当であ

るかもしれない，時刻]3IJの環準偏差に関しては，サンプノレ数が少

ないために全体的にばらつきが大きいが，大阪タワーの観測デー

タによるものと同様の傾向にある.

この総括対流熱伝達率を用いて，同様の方法により気温上昇量

を算定した結果を図 11aに示す(総括対流熱伝達率 lW/m2Kを下限

とした).日中に小さく，夜間に大きい傾向は示されているが，夜

間のばらつきが大きい.天候の影響を考意するため，自積算日射

量 12M]/m2以上の日のみを捨出し，晴天Eのみで算定した結果を図

llbに示す.夜間のばらつきは解消されず，サンプル数が減ったた

めに全体的にばらつきが大きくなっている.このばらつきは，付

加発熱量を Oに近い総括対流熱伝達率で除すことが原菌であると

考えられるため，総括対流熱伝達率 10W/m2Kを下限とした場合の算

定結果を図l1cに示す.0に近い値で除すことの影響が;J、さくなり，

比較的安定した時刻変動になっていると考えられる.安定した気



表2熱収支の計算に荊いたパラメータ
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図 11 表面温度，顕熟読，頭熱流の削減量の計算結果 (2006年 8月 1日---8丹 31Sの時刻別平均)

象条件の場合iこは，訟括対流熱伝達率を用いて気温変化量を算定

することには限界があるといえる.大阪タワーの観測データを用

いた場合と同議に. 10W/m2の付加発熱量に対し，日中約O.l
O

C，夜

間約 0.2--.，.， 0.3
0

Cの気温上昇量が読み取れる.気温上昇量の鉄塔開

での差は上記において議論を行った難波の午前中を挨いてあまり

ないといえる.

この理由について考察するために，図 12に各測定点{鉄塔)の

上空温位，地上気温，上下温位差の 2006年8月 1S....... 31 Sの時刻

5jIJ平均値を示す.甫港とf也の務定点との簡で，上空温イ立，地上気

温は日中 2
0

C程度の差が生じているが，上下湿位差にはほとんど差

がない.海岸付近の甫港で辻海愚の影響により上空誼位，地上気

誼ともに上昇が抑制されており，結果として上下湿泣差は権岸部

と内陸部でほぼ同じ檀になっている.従って，全ての溺定点にお

いて総括対流熱伝達率は間程度に推定され，その結果気温上昇量

の場所による差も小さくなっていると考えられる.

5. 気温上昇量を用いたとートアイランド対策導入効果の算定

上述の方法で求めた気温上昇量を黒いて とートアイランド対

策技術を導入した場合の気誼低下量の推定について考察を行う.

ヒートアイランド対策技術の項目として誌，主に被覆系技術を対

象とし，従来の研究li)， 18)よりパラメータ(表2) を設定して，被覆

に関するヒートアイランド対策技宇野を導入した場合の顕熱流の削

減量の算定を行った 17)，18) 算定結果の表面温J!l， 顕熱流，頭熟流

の削減量を図 11に示す. 60%をコンクヲート， 40誌をアスフアルト

で構成されている都市を想定し，ヒートアイランド対策技術とし

てコンクリート部分が全て墨上緑化，高反射塗料自色，高反射塗

料灰色iこ，アスフアルト部分が全て保水性アスフアルト F 保水性

コンクリート，保水性ブロック;こ変更された場合を想定して顕熱

流の削減量を算定した.ただ、し，ここでは建築物棺互の関孫(自

射遮蔽や棺互放射の影響等〉は考層、されていなし、-

この結果を昼夜5jIHこ整理すると表 3になる.この笹と上述の単

泣発熱量を与えた場合の気温上昇量の値を用いて，昼夜号IJに気温

抵下量を算出した結果を表4，5に示す.被覆に関する対策技術のた

め，夜間における顕熟涜の削減量が小さく，気混低下量も小さく

なっている.仮に夜間に一律10W/m2の人工排熱が削減されれば，南

港で 0.21
0C.難波で O.19

0

C気温が低下することになる.

6. まとめ

大阪タワーの 10年間のデータと大i京市から東大阪市にかけた 4

笛所の鉄事において観測した上空の気象データを用いて，地表付

近で発生した顕熱流が周辺空気の気謹上昇に及ぼす影響について

考察した.結果は以下のとおりである.

・大阪タワーの過去 10年罵の観測データを用いて接地層の総括対

流熱伝達率を算出したところ，年による傾向の違いはほぼ無視で

きると考えられる.

-鉄塔での接地層の総括対流熱伝達率を算出したところ，南港にお

いて上下温位差がIJ、さくても若干大きい総揺対流熱伝達率が確認

されたが，これは海風の影響で風速が大きい特需帯があるためだ

と考えられる.また，難波において午前中也より小さい対流熱伝

達率となった.この時間帯はi毎底が浸入してくる時間帯に相当し

非定常性が強いため コンスタント・フラックス層の存在条件が

成立していない可能性が高く，実際には大きな熱の輸送効率に

なっていると考えられる.

・算出された総括対流熱イ云達率を用いて任意の付加発熱量に対する

気温上昇量を算出したところ，同じ付加発熱量に対して日中と夜

間で 2~ 3 f吾程度の気温上昇量の違いが確認された.ただし，夜

間は大気安定度の微妙な変化で，単位発熱量に対する気混上昇量

が大きく変fとするため，条件によっては日中の気温上昇量の5倍

程度になる可能性もある.

-鉄塔での単位付加発熱量に対する気誼上昇量を比較したところ，

鉄塔潤の差は海風の進入に伴う非定常性の強い時間帯を除いてほ

po 



とんどない結果になった.この理由は，海岸付近の南港では海風

の影響により気量上昇が抑制されるが，上空温{立，地上気量が間

程変影響を受けるため，結果として上下温位差は海岸部と内陸部

でiまぽ信じ{直になり，総括対涜熱伝達率も間程度に推定されたた

めであると考えられる.

・主に被覆系のヒートアイランド対策技術を導入した場合の頭熟流

の削減量を算定し，その結果を用いて気誼低下量を昼夜目IJに算出

した結果を示した.

本研究で提示した方法により，縁化の推進，高反射化，蒸発の

促進などの被覆系の対策技術と同時に，人工排熱の削減技術に関

しても，簡易な方法で比較評錨が出来ると考えられる.今後は，ど

の程度のヒートアイランド対策効果を言的とするかについて，

とートアイランド化による人間，社会に対する悪影響〈生態系へ

の影響やエネルギー消費量の増加など)，対策技術導入に律う費

用，等を考慮して行政を含めた議論が必要であると考えられる.
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